
 

安全研究に係る事前評価結果 
 

令和４年１２月２８日 

原子力規制委員会  

 

１．評価の対象 

原子力規制庁長官官房技術基盤グループで実施する安全研究プロジェクトとして、

事前評価の対象となるプロジェクトは次に示す 1件である。 

 

事前評価対象プロジェクト 

No. プロジェクト名 実施期間（年度） 

1 
重大事故進展による放射性物質放出リスクの緩和策に関する
研究 

R5 – R8 
(2023 - 2026) 

 

 

２．事前評価結果 

上記の安全研究プロジェクトについて原子力規制庁が実施した事前評価に係る自己評

価（別添）は妥当である。 
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安全研究に係る事前評価結果（自己評価） 

 
令和４年１２月２８日 

原 子 力 規 制 庁  

 

１．評価対象プロジェクト 

今回の事前評価の対象は、令和 5 年度に研究を開始する安全研究プロジェクト「重大

事故進展による放射性物質放出リスクの緩和策に関する研究」の 1件である。 

 

２．自己評価の方法 

安全研究プロジェクトの成果目標、計画、研究手法の技術的妥当性等を確認した。評価

に当たっては、研究手法、成果の取りまとめ方法等の技術的妥当性の評価に客観性を加

味する観点から、技術評価検討会を開催し、外部の専門家の意見を聴取した。 

 

３．評価結果（自己評価） 

自己評価結果の全体概要を下記に示す。各評価項目についての評価は以下のとおりで

ある。 

（１）「研究内容の技術的妥当性」について 

研究内容は、東京電力福島第一原子力発電所（以下「1F」という。）の事故調査分

析から得られた最新の知見及び国際動向を踏まえて計画しており、また、技術評価検

討会でも適切であるとの意見を受けていることから、技術的に妥当であると評価し

た。 

 

（２）「研究計画（案）への反映」について 

技術評価検討会での意見を踏まえ、成果の目標を含め、研究計画の具体性を高めた。 

 

（３）結論 

技術評価検討会で外部専門家等から受けた指摘について研究計画の反映を行うと

ともに、研究内容の技術的妥当性を確認した。 

反映した研究計画をもって令和 5 年度から安全研究プロジェクトを開始すること

とする。なお、必要に応じて、1F の事故調査分析で得られた新たな知見、研究の進展

に伴う新知見等を研究計画に反映しつつ、研究を進めていく。 

 

別添 
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安全研究プロジェクトの評価実施要領 

 

平成３１年４月１６日 制定 

令和３年８月２６日 改正 

原子力規制庁 

 

（前略） 

 

３．安全研究プロジェクトの評価 

安全研究プロジェクトの評価は、事前評価（３．１）、中間評価（３．２）及び事後評

価（３．３）についてそれぞれ行う。この際、これらの評価に連続性と一貫性を持たせる

ため、以下の視点から一貫した評価を行う。 

・目標・成果の適切性 

・技術的妥当性 

・研究の管理の適切性 

 

 

３．１ 事前評価 

（１）事前評価の目的 

事前評価は、基本方針に基づき原則として毎年度作成する「今後推進すべき安全研

究の分野及びその実施方針」（以下「実施方針」という。）に従い計画された新規の安

全研究プロジェクト（後継の安全研究プロジェクトも含む。）について、その計画、成

果目標及び研究手法の技術的妥当性等を確認することを目的とする。 

なお、事前評価に先立ち、実施方針策定時に、新規安全研究プロジェクトの目的、研

究計画の概要、成果の活用の見通し等を確認し、計画の適切性について確認する。 

 

（２）事前評価結果の活用 

事前評価の結果は、安全研究プロジェクトの開始前に策定する研究計画（研究の背

景、目的、知見の活用先、研究概要、実施計画（成果の公表計画も含む。）等を定めた

ものをいう。以下同じ。）の変更の要否の判断等に活用する。 

 

（３）事前評価の実施時期 

事前評価は、安全研究プロジェクト開始の前年度の１２月以降に行う。また、事前

評価は、研究手法、成果の取りまとめ方法等の技術的妥当性の評価について客観性を

確保するため、技術評価検討会（外部専門家の評価及び意見並びに産業界等の専門的

な技術的知見を有する者（専門技術者）の意見を聴取するための公開会合をいう。以

参考１ 
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下同じ。）1での議論を経た上で行うものとする。 

 

（４）事前評価の手法及び評価項目 

事前評価は、様式１による当該安全研究プロジェクトを実施するための研究計画を

作成した上で、研究内容の技術的妥当性について確認し、研究計画の変更の要否を評価

する。 

 

（５）事前評価の手続 

安全研究プロジェクトを担当する安全技術管理官等（安全技術管理官又はその代理

として技術基盤グループ長が指名する者をいう。）（以下「担当安全技術管理官等」とい

う。）は、技術評価検討会での意見等を踏まえ、評価項目ごとに研究計画の適否につい

て評価を事前評価結果取りまとめ表（様式２）に記載して評価案を作成し、それを原子

力規制委員会へ諮るものとする。 

 

３．２ 中間評価 

（１）中間評価の目的 

中間評価は、研究計画と実施方針の整合性について改めて確認するとともに、研究

の進捗状況やその時点までの成果について、当該研究分野の最新動向等を踏まえた研

究計画の見直し等（研究の充実化、中断、中止、期間の短縮等の対応を含む。）の要否

の判断並びに研究手法及び研究計画の技術的妥当性の評価を行うことを目的とする。 

 

（２）中間評価結果の活用 

中間評価の結果は、安全研究業務のプロジェクトマネジメントの改善、次年度以降

の安全研究の実施方針の策定、予算等の資源配分を行う際の意思決定等に活用する。 

 

（３）中間評価の実施時期 

中間評価は、５年以上の期間にわたって行う長期の安全研究プロジェクトを対象と

し、原則としてプロジェクト開始の年度から起算して３年目の年度（その後３年ごと）

に実施する。ただし、安全研究プロジェクトの残りの研究期間を踏まえ、研究期間の

最終年度については中間評価を実施しないものとする。また、当該評価は、事前評価

と同様に技術評価検討会での議論を経た上で行うものとする。 

 

（４）中間評価の手法及び評価基準 

中間評価は、安全研究プロジェクトの活動内容、成果等を取りまとめた資料2を用い

 
1技術評価検討会における外部専門家については、公正性及び中立性確保の観点から、利害関係者が評価に加わらないよ

う十分に配慮する。なお、評価の視点は、①国内外の過去の研究及び最新知見を踏まえているか、②解析実施手法、実

験方法が適切か、③解析結果の評価手法、実験結果の評価手法が適切か、並びに④重大な見落とし（観点の欠落）がな

いかの４点とする。 
2当該資料は、技術基盤グループ長が別に定める「報告書作成要領」（平成 30 年 9 月 25 日技術基盤グループ長決定）に

おける「安全研究成果報告」の構成によることを原則とする。ただし、安全研究計画の変更など評価において特に記載

すべき事項があれば、その記載事項を適宜追加又は変更することができるものとする。 
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て実施する。 

中間評価では、評価時における技術動向、規制動向等の情勢の変化及び先行安全研

究プロジェクトの事後評価からの改善状況（該当する場合に限る。）を踏まえ、当初計

画の見直し等の要否及び当該安全研究プロジェクトの継続可否を評価する3。 

次に、上記の評価において継続することとされた安全研究プロジェクトについて、評

価項目ごとに、別記１の基準による評価（別記１、別記２及び様式３において「項目別

評価」という。）を行い、その結果を表示する記号（別記２において「項目別評語」と

いう。）を付し、別記２の方法による評価（別記２及び様式３において「総合評価」と

いう。）を行い、中間評価の結果を総括的に表示する記号（３．２、別記２及び様式３

において「全体評語」という。）を付す。 
評価項目は、次の項目とする。ただし、安全研究プロジェクトの特性を踏まえて、

必要に応じて評価項目を追加することを可能とする。 

 

ア．研究の進め方に関する技術的適切性 

イ．研究マネジメント及び予算・契約管理の適切性 

 

（５）中間評価の手続 

担当安全技術管理官等は、技術動向を踏まえた当初計画の見直しの要否を評価し、

中間評価結果取りまとめ表（様式３）に記載するとともに、規制動向を踏まえた当初

計画の見直しの要否の評価については、評価年度の実施方針における研究の必要性や

研究課題に応じて、当該安全研究プロジェクトに関係する原子力規制部（以下「規制

部門」という。）の主管課等の長（以下「安全規制管理官等」という。）又は基準を所

管する主管課等の長に見直しの要否の評価を求めた上で、最終的な当初計画の見直し

の要否及び当該安全研究プロジェクトの継続可否を中間評価結果取りまとめ表の①

当初計画の適切性に関する評価欄に記載する。 

安全研究プロジェクトを継続すると評価した場合、担当安全技術管理官等は、中間

評価結果取りまとめ表（様式３）の②研究の実施状況の評価欄及び全体評語欄に評価

を記載し、安全研究プロジェクトごとの評価結果についてばらつきが生じないよう、

担当安全技術管理官等間で相互にレビュー・調整を行った上で、最終的な評価案を原

子力規制委員会へ諮る。 

 

（以下略） 

 

  

 
3「計画の見直しは不要」、「計画を見直した上で継続する」、「研究を中断する」、「研究を中止する」等を判断するものと

する。 

- 5 -



  

 
 

（別記１） 

 

 

中間評価における項目別評価基準 

 

中間評価のうち項目別評価における評価項目ごとの評価基準について、以下のとおり定

める。 

なお、安全研究プロジェクトの特性を踏まえて評価項目を追加するときの評価基準につ

いては、担当安全技術管理官等が別途定めることを可能とする。 

 

① 研究の進め方に関する技術的適切性 

研究手法（最新の知見が取り入れられているか、適切な研究実施手法が採られている

か）、成果の取りまとめ方法等についての技術的適切性を以下の区分に基づき評価する。

なお、評価に当たっては、外部専門家から意見等を聴取する目的で実施する技術評価検

討会における技術的な意見を参考とすること。 

Ｓ：技術的に優れている 

Ａ：技術的に適切である 

Ｂ：おおむね技術的に妥当であるが、一部見直しが必要である 

Ｃ：技術的に適切ではない 

 

② 研究マネジメント及び予算・契約管理の適切性 

安全研究プロジェクトの実施に当たり、研究計画（状況変化を踏まえて適切に対応し

ているか）、研究体制（研究体制が有効に機能しているか、研究者が能力を発揮できて

いるか）、進捗管理（研究の遅れが生じた場合に適切に対応できているか、国内外の規

制動向を把握し、その影響を踏まえ適切に対応できているか）等の研究マネジメントの

適切性並びに予算及び契約管理の適切性を以下の区分に基づき評価する。 

Ｓ：模範となる管理の水準である 

Ａ：適切に管理されている 

Ｂ：おおむね適切に管理されているが、一部見直しが必要である 

Ｃ：管理に問題がある 
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（別記２） 

中間評価における総合評価の方法及び評価基準 

 

総合評価における全体評語は、項目別評価した２つの評価項目の項目別評語（Ｓ、Ａ、

Ｂ、Ｃ）を数字に換算（Ｓを 4点、Ａを 3点、Ｂを 2点、Ｃを 1点）した上で、その平

均をとったもの（別記２及び様式３において「総合点」という。）及びそれを再度評語

に変換（3.3 点以上をＳ、3.0 点以上～3.3 点未満をＡ、2.0 点以上～3.0 点未満をＢ、

2.0 点未満をＣ）したものを基礎とする。 

 

最終的な総合評価は、基礎とした総合点及び評語を基にして、以下の評価基準により

担当安全技術管理官等が実施する。この際、担当安全技術管理官等は、全体評語ととも

に、評価コメントを付すものとする。 

 

【総合評価の評価基準】 

Ｓ：模範となる水準で管理され、研究が行われている 

Ａ：適切に管理され、研究が行われている 

Ｂ：おおむね適切に管理されているが、一部見直しが必要である 

Ｃ：管理が不十分であり、研究体制も含め抜本的な見直しが必要である 
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 様式１ 

研究計画 

 

１．プロジェクト 
 

 

担当部署  

担当責任者  

２．カテゴリー・

研究分野 
 主担当者  

３．背景 

 

 

 

４．目的 

 

 

 

５．知見の活用先 

 

 

 

６．安全研究概要 

実施行程表 

実施項目 〇〇年度 〇〇年度 〇〇年度 

（１）〇〇〇〇 〇〇（実施内容） 〇〇（実施内容） 成果の公表 

 

７．実施計画 

 

 

 

８．実施体制 

 

 

 

９．備考 
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様式２ 

事前評価結果取りまとめ表 

 

 
・評価結果は、技術評価検討会で受けたコメント等を踏まえ記載する。 
 

評価項目 

評価結果 

担当安全技術管理官等による評価コメント 
評価（案） 

（適・否） 

研究内容の技術的妥当性   

研究計画案への反映 

【担当安全技術管理官等による評価結果】 
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様式３ 

中間評価結果取りまとめ表 

①当初計画の適切性に関する評価 

評価項目 

評価結果 

担当安全技術管理官等又は担当規制部門の安全規制管理官等によるコメント 
見直し

の要否 

当初計画の

見直し 

技術動向の観点からの評価   

規制動向の観点からの評価 【関係する規制部門の安全規制管理官等による評価】  

先行安全研究プロジェクトにおける事後評

価からの改善状況 

  

安全研究プロジェクトの継続可否の評価 
【担当安全技術管理官等による評価結果】 

 
 

②研究の実施状況の評価 

評価項目 

評価結果 

担当安全技術管理官等によるコメント 
評価（案） 

（ＳＡＢＣ) 

項

目

別

評

価 

研究の進め方に関する技術

的適切性 
  

研究マネジメント及び予

算・契約管理の適切性 
  

総合評価 

【担当安全技術管理官等による評価コメント】 【 全 体 評 語

（ＳＡＢＣ）】 

【総合点】 

 当初計画の見直しに関する評価のうち、「規制動向の観点からの評価」は、当該安全研究プロジェクトに関係する規制部門の安全規制管理官等

又は基準を所管する主管課等の長が行う。なお、関係する規制部門の安全規制管理官等が複数人の場合には、全ての者によるコメントを記載す

る。ただし、見直しの要否欄については、関係する規制部門の安全規制管理官等が協議の上で記載するものとする。 

 ②研究の実施状況の評価は、①当初計画の適切性に関する評価において継続すると評価されたものを対象とする。 
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技術評価検討会 名簿 

シビアアクシデント技術評価検討会 

 

（五十音順） 

 

 

外部専門家 
 

糸井 達哉 国立大学法人東京大学 大学院工学系研究科 准教授 

 

牟田 仁 学校法人五島育英会東京都市大学 

 大学院総合理工学研究科 准教授 

 

守田 幸路 国立大学法人九州大学 

 大学院工学研究院エネルギー量子工学部門 教授 

 
 
専門技術者 
 

倉本 孝弘 株式会社原子力エンジニアリング 

 解析サービス本部 本部長代理 

 

高橋 浩道 三菱重工業株式会社 原子力セグメント 炉心・安全技術部 

 リスク評価担当部長 

 

田原 美香 東芝エネルギーシステムズ株式会社 磯子エンジニアリングセンター 

 原子力安全システム設計部 

 安全システム技術第二グループ フェロー 

 

  

参考２ 
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材料技術評価検討会 

 

（五十音順） 

 

外部専門家 
 

笠原 直人 東京大学大学院工学系研究科原子力国際専攻 教授 

 

松本 聡 芝浦工業大学 名誉教授 

 

望月 正人 大阪大学大学院工学研究科マテリアル生産科学専攻 総長補佐・教授 

 
 
専門技術者 
 

釜谷  昌幸 株式会社原子力安全システム研究所 

 熱流動・構造グループ リーダー・主席研究員 

 

下野 哲也 関西電力株式会社原子力事業本部 原子力発電部門 

 保全計画グループ マネジャー 
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安全研究のプロジェクトごとの自己評価結果（事前評価） 

 
令和４年１２月６日 

原 子 力 規 制 庁 

 

Ⅰ．重大事故進展による放射性物質放出リスクの緩和策に関する研究（R5～R8（2023～

2026）） 

 

1. 技術評価検討会における主な意見及びその対応 

 研究計画（案）は、東京電力福島第一原子力発電所事故（以下「1F 事故」という。）

の原因分析から得られた最新の知見及び最新の国際動向を踏まえて計画されて

おり妥当であるとの意見が複数あった。 

 溶融炉心挙動評価については、年度ごとの具体的な実施計画が十分に示されてい

ないとの意見があった。年度ごとの実施計画を具体化する。 

 本研究の実施に当たり、事前に全てを想定して評価手法を定めておくのは難しい

と思われるため、その上でどう計画するかを検討してはどうかとの意見があった。

本研究では、今後、研究で得られる成果を踏まえて、最新知見と課題を整理しな

がら、次年度の研究計画に反映していくこととする。 

 詳細は別表 1 参照 

 

2. 事前評価結果  

（１）研究内容の技術的妥当性： 適 

 研究内容は、1F 事故の原因分析から得られた最新の知見及び最新の国際動向を

踏まえて計画しており、技術評価検討会での評価も踏まえ、技術的に妥当である

と判断する。 

 

（２）研究計画（案）への反映 

 技術評価検討会での意見を踏まえ、溶融炉心挙動評価の実施計画については、年

度ごとの成果目標を示しつつ計画を具体化する。 

 研究の実施に当たっては、技術評価検討会の意見を踏まえ、必要に応じて、1F の

事故調査分析で得られた新たな知見、研究で得られた新たな知見を反映しながら

進めていく。 

 詳細は別添参照 

  

参考３ 
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重大事故進展による放射性物質放出リスクの緩和策に関する研究に対する外部専門家及び

専門技術者の評価意見並びにその回答 

 

（外部専門家から頂いた評価意見及び回答） 

 

No. 評価項目 評価意見 回答 

糸井 達哉 氏 

1 ① 国 内 外

の 過 去 の

研究、最新

知 見 を 踏

ま え て い

るか 

「東京電力福島第一原子力発電所にお

ける事故の分析に係る検討会」での議論

などを踏まえた時宜を踏まえた研究計画

と考えられます。 

 拝承 

2 ② 解 析 実

施手法、実

験 方 法 が

適切か。 

適切であると判断されます。 拝承 

3 ③ 解 析 結

果 の 評 価

手法、実験

結 果 の 評

価 手 法 が

適切か。 

適切であると判断されます。  拝承 

4 ④ 重 大 な

見 落 と し

（ 観 点 の

欠落）がな

いか。 

重大な見落としはないと判断されま

す。 

 拝承 

5 その他 研究のタイトルについて、誤りとは思

いませんが若干不明確に感じます。記載

いただいている目的から判断すると「放

射性物質放出リスク低減のための重大事

故進展挙動に関する研究」といった研究

タイトルが個人的にはより適切と感じま

した。 

事故進展であればいかに緩和するかと

いうことになりますが、リスクであれば

低減ではないか、このため、研究のスコ

ープがわかりにくいというご指摘と理解

しました。原子炉建屋中間階での水素爆

発や溶融炉心の挙動等といった様々な最

新知見が１F 事故の原因分析から得られ

ていますが、本研究のスコープとしては、

これらの知見が現行の重大事故緩和策に

及ぼす影響を明らかとし、新たに規制に

取り入れる必要があるか否かの検討に資

別表 1 
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No. 評価項目 評価意見 回答 

する技術的知見を蓄積することにありま

す。本研究のタイトルも、このスコープ

を踏まえ、事故進展と放射性物質放出リ

スクの両方を包含するような意味で緩和

策としています。 

牟田 仁 氏 

1 ① 国 内 外

の 過 去 の

研究、最新

知 見 を 踏

ま え て い

るか 

原子力プラントの事象進展に関して、

解明が必要な重要な事象が選定されてお

り、スコープとして問題ないと評価しま

す。 

拝承 

2 ② 解 析 実

施手法、実

験 方 法 が

適切か。 

実験設備の制約等がありますが、その

中で建設的に計画されていると思いま

す。今後、詳細な計画を検討されること

となるかと思いますが、成果を意識しつ

つ実験方法を検討されることを望みま

す。 

拝承 

3 ③ 解 析 結

果 の 評 価

手法、実験

結 果 の 評

価 手 法 が

適切か。 

中間報告とともに関連することと思い

ますが、事前に全てを想定して評価手法

を定めておくのはかなり難しいと思いま

す。その上でどう計画するか、検討され

てはいかがでしょうか。 

本研究計画は、現時点での想定に基づ

いて評価手法を挙げております。今後、

研究を進める中で得られた成果を踏まえ

て、最新知見と課題を整理しながら次年

度の研究計画に反映していくこととしま

す。 

4 ④ 重 大 な

見 落 と し

（ 観 点 の

欠落）がな

いか。 

中間報告の方にも記載しましたが、見

落としではありませんが、得られた知見

や成果がどういう枠組みで意義を持つの

か、また今回の実験で明確にならない部

分は明確にしておくべき、と考えます。

今後の継続的な研究計画へ活かすために

も、分からなかったところは非常に重要

と思います。 

得られた知見や成果は以下のような枠

組みで意義を持つと考えております。 

C/V からの水素漏えい挙動について

は、C/V からの水素の漏えい経路や様相

を明らかにする知見を拡充するものであ

り、漏えい経路への水素処理設備の追設

や C/V 内の水素の排出のタイミング等の

検討に活用されることを考えておりま

す。可燃性有機物を含む水素の挙動につ

いては、可燃性有機物が水素に混入した

場合の水素爆発への影響を明らかにする

知見を拡充するものであり、可燃性有機

物の規制上の取り扱いの要否の検討に活

用されるとしております。事故進展及び
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No. 評価項目 評価意見 回答 

ソースターム解析については、原子炉の

設計や事故の対応手順、炉心損傷の判断

時期等に応じて想定される様々な事故シ

ーケンスに対応した事故進展とソースタ

ームに係る知見を拡充することで、重大

事故緩和策の実施方法等の検討に活用さ

れるとしております。溶融炉心挙動評価

については、溶融デブリの冷却挙動や分

布挙動に係る知見を拡充することで、溶

融デブリの冷却促進のためのペデスタル

への事前注水等の重大事故緩和策の実施

方法等の検討に活用されるとしておりま

す。 

今回の実験で明確にならない部分があ

った場合には、その結果を整理して今後

の研究計画に反映する予定です。 

5 その他 特になし。 － 

守田 幸路 氏 

1 ① 国 内 外

の 過 去 の

研究、最新

知 見 を 踏

ま え て い

るか 

本研究計画は、1F 事故の原因分析に関

する最新知見を踏まえた上で策定されて

おり、また、（５）OECD/NEA/CSNI 主催の

実験、解析及び調査プロジェクトからの

情報収集において国際協力を活用した知

見の拡充が計画されており、過去に行わ

れた研究と重複なく進められると評価さ

れます。国内外の動向を常にキャッチア

ップし、国際協力を積極的に活用した研

究開発を進めていくことが期待されま

す。 

拝承 

2 ② 解 析 実

施手法、実

験 方 法 が

適切か。 

研究計画で提示された４つの課題は、

1F 事故の原因分析に関する最新知見を

踏まえて実施される計画となっており、

適切と評価されます。一方で、以下の点

にご留意いただき、必要に応じて研究計

画書において補足することをご検討くだ

さい。 
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No. 評価項目 評価意見 回答 

（３）原子炉格納容器からの水素漏え

い挙動 については、C/V から漏えいす

る水素の量や経路などは、重大事故の進

展の仕方に応じた C/V 内の雰囲気や C/V

上蓋、電線貫通部、エアロック等のシー

ル材の材質や劣化等の状態により支配さ

れると考えられるとしつつ、C/V 上蓋の

シール材からの漏えい特性に着目した研

究計画が示されています。C/V 上蓋のシ

ール材を対象として得られる知見が、他

の経路からの漏えいを把握する上でも重

要であることが読み取れるような説明が

望まれます。 

C/V からの水素漏えいについて、C/V の

上蓋フランジだけでなく C/V に設けられ

ているハッチ等のシール部からも漏えい

する可能性があると考えております。 

本研究では、C/V の上蓋フランジだけ

を対象としているのではなく C/V 各所で

用いられているシール材を想定してお

り、形状、材質等による漏えい挙動の知

見を拡充し、C/V からの水素の漏えい経

路の推定に活用することとしておりま

す。 

（４）溶融炉心挙動評価 の実施計画

については、年度毎の具体的な実施項目

が十分には記載されておりません。年度

毎の進捗を確認し、成果の達成度を適切

に評価できるような計画を提示すること

が望まれます。 

年度計画としては、Ｒ５年度～Ｒ７年

度に冷却水がない条件における溶融炉

心・粒子状デブリの崩壊熱を考慮した温

度分布、並びに気相への移行熱量を考慮

して溶融デブリ挙動を総合的に評価しま

す。Ｒ６年度～Ｒ８年度には、冷却水が

ある条件において溶融ジェット挙動、粒

子状デブリ挙動を考慮した温度分布、並

びに気相への移行熱量を考慮して溶融デ

ブリ挙動を総合的に評価します。これら

について記載を追加させて頂きます。 

3 ③ 解 析 結

果 の 評 価

手法、実験

結 果 の 評

価 手 法 が

適切か。 

本研究では、1F事故の原因分析に関す

る最新知見を踏まえて抽出された４つの

課題に着目しており、計画された解析結

果の評価手法は適切と評価されます。重

大事故緩和対策の取扱の判断等に資する

ための知見が取得・拡充されることが期

待されます。 

拝承 

4 ④ 重 大 な

見 落 と し

（ 観 点 の

欠落）がな

いか。 

重大な見落としはないと評価されま

す。 

拝承 

5 その他 － － 
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（専門技術者から頂いた意見及び回答） 

 

No. 評価項目 御意見 回答 

倉本 孝弘 氏 

1 ① 国 内 外

の 過 去 の

研究、最新

知 見 を 踏

ま え て い

るか 

・事故進展及びソースターム解析につい

て、様々な事故進展に対して、被覆管温

度と炉心出口温度（CET）との相関に関す

る知見を深めることは重要な点だと思い

ます。 

ただし、炉心損傷の判断基準としては、

PWR においては、CET に加え、格納容器内

の放射線モニタの指示値（格納容器内高

レンジエリアモニタ）との and 条件を用

いています。こういう点から、今回研究

として、被覆管温度と CET のみとの相関

を見るだけでよいのか、ということが懸

念です。 

また、CET と被覆管温度に大きな差が

生じうる事象として圧力容器頂部・底部

での小破断事故を対象に検討すると挙げ

られていますが、この検討はさらに他の

事象にも展開されていく予定はあるので

しょうか。もしあるのであれば、その計

画、考えも説明いただきたく、また今回

検討の対象事象選定は、事象発生頻度の

観点なのか、事象重篤性の観点なのか、

など必要性、優先性などについてももう

少し説明をされるのが良いものと考えま

した。 

ご指摘のとおり、炉心損傷判断として

用いるパラメータとしては、PWR では他

に格納容器内高レンジエリアモニタ値が

あり、BWR では格納容器内雰囲気放射線

レベル計指示が用いられています。しか

し、本研究では、CET の挙動が被覆管温度

から大きく遅れる懸念が OECD/NEA の報

告書で挙げられていること及び CET の挙

動をすぐに実験的に調査できる手段とし

て LSTF 装置が活用できることから、まず

は CET について知見を収集します。 

現状では、圧力容器頂部・底部での小

破断事故を対象に実験を実施する予定で

す。これは前述の OECD/NEA の報告書を参

考にしつつ、過去の炉心露出を伴う LSTF

実験から CET と PCT の差が大きく、PCT

が高い傾向になる事象を選定したもので

す。一方で、実験結果や解析での検討に

応じて、実験条件における AM等の想定や

他事象の展開も検討する予定です。 

 

2 ② 解 析 実

施手法、実

験 方 法 が

適切か。 

－ － 

3 ③ 解 析 結

果 の 評 価

手法、実験

結 果 の 評

価 手 法 が

適切か。 

－ － 
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No. 評価項目 御意見 回答 

4 ④ 重 大 な

見 落 と し

（ 観 点 の

欠落）がな

いか。 

・全般として目的や行程表を見る限り、

現象に関する知見拡充が主で、緩和策に

関する検討がスコープに入っているよう

に見えません。本研究において、緩和策

の研究としてはどういった点を実施する

ことになるのでしょうか。研究題目を、

「緩和策に関する研究」としておられる

意図が明確に示されていないものと感じ

ております。 

事故進展であればいかに緩和するかと

いうことになりますが、リスクであれば

低減ではないか、このため、研究のスコ

ープがわかりにくいというご指摘と理解

しました。原子炉建屋中間階での水素爆

発や溶融炉心の挙動等といった様々な最

新知見が１F 事故の原因分析から得られ

ていますが、本研究のスコープとしては、

これらの知見が現行の重大事故緩和策に

及ぼす影響を明らかとし、新たに規制に

取り入れる必要があるか否かの検討に資

する技術的知見を蓄積することにありま

す。本研究のタイトルも、このスコープ

を踏まえ、事故進展と放射性物質放出リ

スクの両方を包含するような意味で緩和

策としています。 

5 その他 － － 

高橋 浩道 氏 

1 ① 国 内 外

の 過 去 の

研究、最新

知 見 を 踏

ま え て い

るか 

－ － 

2 ② 解 析 実

施手法、実

験 方 法 が

適切か。 

－ － 

3 ③ 解 析 結

果 の 評 価

手法、実験

結 果 の 評

価 手 法 が

適切か。 

－ － 

4 ④ 重 大 な

見 落 と し

（ 観 点 の

－ － 
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No. 評価項目 御意見 回答 

欠落）がな

いか。 

5 その他 ・ 説明資料 p３：漏えい挙動との表題で

あるが、実際に確認しようとしている

のは漏えい経路ではないのでしょう

か？ 

本研究では、格納容器からの漏えい経

路を特定するために漏えいが発生する可

能性のあるフランジのシール部の漏えい

挙動を知ることを目的としておりますの

で「漏えい挙動」としております。本研

究では、漏えい経路を確認することでは

なく、シール材の環境条件等に対する漏

えい挙動を確認し、C/V のフランジ部か

らの漏えいに係る知見を拡充することを

目的としておりますので「漏えい挙動」

としております。 

・ 研究項目（１）～（４）において、（１）

と（２）の関連性はよくわかりますが、

（３）、（４）との関連性がよく見えな

いです。 

本研究は、１Ｆ事故の分析から得られ

た知見をもとに四つの課題を抽出してお

ります。 

（１）、（２）は１Ｆ事故の分析（水素

爆発）から得られた知見に基づく課題で

す。 

（３）は１Ｆ事故の分析（シールドプ

ラグ汚染、水素爆発）から、１Ｆ事故の

ような重大事故の進展に伴って発生する

事象は、重大事故緩和策の成否によって

大きく変化することが想定されるという

課題に基づくものであります。現行規制

では重大事故時の C/V 破損防止対策の有

効性を確認することとしており、その炉

心損傷後の進展を評価する必要がありま

すが、この評価では、原子炉の設計や事

故の対応手順、炉心損傷の判断時期等に

応じた重大事故の進展を現実的に考慮す

ることが重要であり、MELCOR による事故

進展及びソースターム解析手法の継続的

な高度化が必要であります。 

（４）は、１F事故ではコンクリートが

MCCI により損傷を受けたと想定してい

ましたが、内部調査の結果、想定してい

た MCCI とは別の状況が生じていた可能
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No. 評価項目 御意見 回答 

性が示唆される知見に基づく課題です。

この知見に基づき、注水対策の有無等の

条件における溶融デブリの冷却挙動や分

布挙動に係る知見を拡充することで、溶

融デブリの冷却促進のためのペデスタル

への事前注水等の重大事故緩和策の実施

方法等の検討に活用されるとしておりま

す。 

・ 説明資料 p５：水素以外の可燃性ガス

の影響に着目しているが、そもそも水

素以外の可燃性ガスが混入すること

で爆発力が格段に違ってくるという

事実関係はあるのでしょうか？それ

を受けてどんなガスがどれだけ以上

あれば影響するというアプローチが

出てくると思います。 

現状の文献調査等では、水素に可燃性

有機物が混入することにより水素爆発が

どのような影響を受けるかということは

明らかとなっておりません。 

そこで、可燃性有機物の発生や水素爆

発への影響について調査することとして

おります。 

・ 説明資料 p６：１F の事実関係（シー

ルドプラグ汚染、水素爆発）から

MERCOR 事故進展解析、ソースターム解

析の高度化がどう結びつくのか？(具

体的にどんなコード改良が必要なの

か)の説明がないように思います。 

MELCOR 事故進展解析、ソースターム解

析については、１Ｆ事故の分析（シール

ドプラグ汚染、水素爆発）から、１Ｆ事

故のような重大事故の進展に伴って発生

する事象は、重大事故緩和策の成否によ

って大きく変化することが想定されると

いう課題に基づくものであります。現行

規制では重大事故時の C/V 破損防止対策

の有効性を確認することとしており、そ

の炉心損傷後の進展を評価する必要があ

りますが、この評価では、原子炉の設計

や事故の対応手順、炉心損傷の判断時期

等に応じた重大事故の進展を現実的に考

慮することが重要であり、MELCOR による

事故進展及びソースターム解析手法の継

続的な高度化が必要であります。 

実施内容としては、MELCOR による代表

的な炉型に対する評価手法の整備を実施

するとともに、PRA から選定される代表

事故シーケンスについて事故進展解析を

実施し、ソースタームを整理します。 
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No. 評価項目 御意見 回答 

・ 説明資料 p７：1F でペデスタル部の鉄

筋コンクリートの一部が鉄筋を残し

て消滅していることが確認された事

実関係が「溶融デブリの形態やその分

布挙動を3次元かつ非定常で評価する

ことが必要」という対応に結びつかな

いように思います。高温＋何らかの化

学物質にさらされたコンクリートに

対する知見の収集が必要ではないで

しょうか？ 

 

本研究課題は、溶融炉心挙動について、

1F1 号機の C/V 内部の観察結果からデブ

リベッドだけではなく粒子状デブリ、砂

礫等の形態で周囲へと 3 次元的に分布し

ている可能性が示唆されております。こ

れは従来から想定されている溶融デブリ

の挙動及び MCCI とは異なる様相を示し

ておりました。その様相を明らかにする

ためには、ご指摘のコンクリートの劣化

とともに、劣化の原因となる溶融デブリ

の挙動についての知見を拡充することが

課題です。コンクリートの劣化について

は現在進行中の１F 事故の分析において

調査されることになっており、本研究課

題では、溶融デブリの形態やその分布挙

動に関する知見を拡充することとしてお

ります。 

  ・ 説明資料 p１２：シール材の熱による

劣化が懸念されるが、雰囲気温度設定

容器に入れることで、シール材の熱に

よる劣化も同時に考慮しているとい

うことでしょうか？（熱膨張差なのか

熱劣化なのかといった原因特定が可

能？） 

シール材は熱や水蒸気等により材質が

劣化して密封機能を喪失します。本研究

課題では、 

・新品のシール材に熱を加えた時の水素

漏えい挙動 

・蒸気等に暴露させることによりあらか

じめ劣化させたシール材に熱を加えた

時の水素漏えい挙動 

を調査することを計画しております。 

  ・ 説明資料 p１３、１４：ｐ１４の実験

的及び解析的研究の文献調査はｐ１

３にも当てはまるのでは？発生も挙

動もいきなり解析ではなく既存の実

験や挙動の調査を先に行うべきでは

ないでしょうか？ 

ご指摘のとおり、いきなり解析から始

めるのではなく、机上での検討も実施し

て解析を実施する予定です。 

  ・ 説明資料 p１５： 1F のどういう知見

に基づいて「国内の代表的な炉型に対

し、SA 総合解析コード MELCOR による

事故進展及びソースターム解析手法

を整備し、ソースタームを評価する。

これにより、緊急時活動レベルの見直

MELCOR 事故進展解析、ソースターム解

析については、１Ｆ事故の分析（シール

ドプラグ汚染、水素爆発）から、１Ｆ事

故のような重大事故の進展に伴って発生

する事象は、重大事故緩和策の成否によ

って大きく変化することが想定されると

- 22 -



 

No. 評価項目 御意見 回答 

しの検討等に資する。」のかが不明確

です。ソースターム解析の高度化の目

的及び実施内容について、説明を追加

頂きたい。 

いう課題に基づくものであります。現行

規制では重大事故時の C/V 破損防止対策

の有効性を確認することとしており、そ

の炉心損傷後の進展を評価する必要があ

りますが、この評価では、原子炉の設計

や事故の対応手順、炉心損傷の判断時期

等に応じた重大事故の進展を現実的に考

慮することが重要であり、MELCOR による

事故進展及びソースターム解析手法の継

続的な高度化が必要であります。 

実施内容としては、MELCOR による代表

的な炉型に対する評価手法の整備を実施

するとともに、PRA から選定される代表

事故シーケンスについて事故進展解析を

実施し、ソースタームを整理します。 

  ・ 説明資料 p１５： 国内の代表的炉型

とは 1F 以外のどのプラントをどうい

う観点で選定するのでしょうか？  

現在、3 ループの PWR について整備を

進めており、順次、既存の代表的な炉型

について整備を進めていく予定です。 

  ・ 説明資料 p１６：破断位置によってフ

ラッシングなどの影響で上部炉心温

度計付近が冷却される事態がありう

るということでしょうか？もしそう

であれば、そのように記載すべきと考

えます。 本件は、解析を先行させて

本当に炉容器頂部、下部の破断流で冷

却するかどうか見極めるべきではな

いでしょうか？ 

炉心露出後に高温側配管の残存水が流

下することや炉心上方の冷壁効果、蒸気の

3 次元流れの影響により、CET が上昇しな

い又は上昇が小さいことがありうると考えて

おり、OECD/NEA の報告書でも指摘されて

います。その旨、記載を補足させていただ

きます。 

このような炉心上方の 3 次元的な挙動は

最適評価コードでは空間解像度が粗く、

CFD コードで境界条件等の想定が難しい等

により信頼性のある結果が得られない可能

性があります。そのため、LSTF 実験を実施

するとともに、その結果により解析コードの

適用性を確認しつつ、検討を進めることが

重要と考えます。 

  ・ 説明資料 p１７：「観察結果から、従来

から想定されている溶融デブリの挙

動及び MCCI とは異なっていた。」とい

うところは具体的に異なっていたこ

とを記載しないと拡充の方向性が見

溶融炉心挙動について、1F1 号機の C/V

内部の観察結果からデブリベッドだけで

はなく粒子状デブリ、砂礫等の形態で周

囲へと 3 次元的に分布している可能性が

示唆されておりますが、これは従来から
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No. 評価項目 御意見 回答 

えない。 想定されている溶融デブリの挙動及び

MCCI とは異なる様相を示しておりまし

た。そこで、溶融デブリの形態やその分

布挙動に関する知見を拡充することとし

ております。 

  ・ 説明資料 p１７：なぜ、THERMOS コー

ドなのかについても記載すべきだと

考えます。 

NRA では従前より解析コード THERMOS

の開発を進めており、高い空間及び時間

解像度で溶融デブリの挙動の解析が可能

であることから THERMOS コードを用いる

こととしました。 

田原 美香 氏 

1 ① 国 内 外

の 過 去 の

研究、最新

知 見 を 踏

ま え て い

るか 

最新の１F 事故調査分析結果に基づく

課題設定が行われており、問題ないと思

います。 

拝承 

2 ② 解 析 実

施手法、実

験 方 法 が

適切か。 

「原子炉格納容器からの水素漏えい挙

動」について、格納容器内部の環境条件

が厳しくなることによるシール材の劣化

がシール性能低下の一因として挙げられ

ています。長時間の試験で漏洩量の変化

をみるなど、シール材の劣化の影響を確

認するための試験計画はありますでしょ

うか。 

 

本研究課題では、高温等厳しい環境下

でのシール材からの漏えい挙動を調べま

す。この際、新品のシール材だけでなく

蒸気等で予め劣化させたシール材に対す

る漏えい挙動も確認する計画です。 

3 ③ 解 析 結

果 の 評 価

手法、実験

結 果 の 評

価 手 法 が

適切か。 

「可燃性有機物を含む水素の挙動」に

ついて、「可燃性ガス発生の確率分布を取

得する」となっていますが、この可燃性

ガス発生とは、可燃性ガスの発生量のこ

とでしょうか？可燃性ガスが急速に発生

する場合と、時間をかけて発生する場合

では、同じ発生量でも水素との混合比の

時間変化や漏えい時の濃度などが異なる

と考えられます。また、建屋への漏えい

を考えると、格納容器圧力・温度と可燃

性ガス発生の相関も気になるところで

本研究課題では、化学反応を評価する

のではなく熱源である溶融物と断熱材の

接触により発生する可燃性ガスの量を評

価により把握することを考えておりま

す。発生した可燃性ガスと水素の混合等

は、発生した可燃性ガスの水素爆発への

影響を本研究計画で立案しております

「可燃性ガスの燃焼挙動」において調査

の上検討したいと考えております 

C/V から建屋への漏えい（フランジ部

からの漏えい）については本研究計画で

立案しております「原子炉格納容器から
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No. 評価項目 御意見 回答 

す。この点についてはどう整理する予定

でしょうか。 

の水素漏えい挙動」おいて確認する計画

です。 

4 ④ 重 大 な

見 落 と し

（ 観 点 の

欠落）がな

いか。 

「溶融炉心挙動の評価」について、

THERMOS の解析では下部 D/W 内構造物も

考慮するのでしょうか？また、床及び壁

がステンレスライナーに覆われたコンク

リートの場合と、耐熱材が設置されてい

る場合では、デブリの広がり、MCCI の発

生が異なってくると思われます。溶融炉

心落下前の水張りだけでなく、耐熱材に

よる MCCI 抑制の効果も確認する予定は

ありますでしょうか？ 

THERMOS では Dry 条件だけでなく水が

ある条件での解析も可能です。ただし、

現状において床材の影響を考慮すること

は極めて困難です。現時点では対象とし

ておりませんが、今後その重要性等が出

てくれば、狙いの一つとなってくる可能

性もあると思います。 

5 その他 「溶融炉心挙動の評価」について、MCCI

抑制のためにデブリの粒子化を促進する

と、FCI による圧力スパイクが発生しま

す。Ex-Vessel のデブリ対策は MCCI と

FCI の影響を天秤にかけるようなことに

なりがちですので、この研究を通じ、最

適解が見つかれば良いと思います。 

ご指摘のとおりで、ある程度の水位が

ある条件では水蒸気爆発が発生する確率

が懸念されます。一方、Dry な条件におい

てもある程度の冷却がなされているとい

うことをどのように見ていくのか、がポ

イントとなります。 
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事前評価対象安全研究プロジェクトの研究計画 

（技術評価検討会での議論を踏まえ朱記修正） 

別添 
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研究計画（案） 

１．プロジェクト 9. 重大事故進展による放射性物質放出リスクの緩和策に関する研究 

担当部署 
技術基盤グループ 

シビアアクシデント研究部門 

担当責任者 阿部豊 総括技術研究調査官 

２．カテゴリー・研究

分野 
【原子炉施設】 D) シビアアクシデント（軽水炉） 主担当者 栃尾大輔 主任技術研究調査官 

３．背景 

令和3年3月に、原子力規制庁は東京電力福島第一原子力発電所（以下「1F」という。）の事故に関する追加的な調査分析結果

をまとめた中間報告書を公表した(1)。この報告書では、廃炉作業等によって現場の放射線レベルが下がったことから調査範囲を

原子炉建屋（以下「R/B」という。）へ拡大することができたことにより、各号機での水素爆発等について従来把握していた事故

の経緯に対して新たな知見を取りまとめた。特に1F3号機のR/Bで発生した水素爆発については、記録されている屋外映像から

R/B上部での爆発が確認されていたが、R/B内部の調査では中間階での爆発と思われる痕跡が見られた。これを受けて、原子力規

制庁では現行規制へのこれら知見の反映について検討を行っている。これまでの議論では、原子炉格納容器（以下「C/V」とい

う。）で発生した水素をC/VベントによりC/V外に放出することがR/Bでの水素爆発を防止するために有効である、ということが共

通理解として得られる状況にあるが、C/VからR/Bに対して水素が漏えいする状態については未だ十分なデータはなく、R/Bにお

ける水素爆発防止対策も依然として不確かさが残っている状態である。また、1F1,2,3号機のC/Vの上部に設置されているシール

ドプラグ下面の汚染の程度が高いこと(1)や、最近の1F事故の原因分析において、1F1号機のペデスタル外周部を撮影した映像か

ら、ペデスタルを構成する鉄筋コンクリートの一部が鉄筋を残して消滅している様子にあることが確認されている(2)。 

このような状況を踏まえて、本研究プロジェクトでは具体的な研究背景として以下に挙げる課題について着目している。 

 

（１）原子炉格納容器からの水素漏えい挙動 

1F事故の原因分析において、1F事故において発生した水素爆発について、これまでC/V上部蓋のフランジ部から漏えいした

水素がR/B最上階に滞留して何らかの要因で着火したことにより水素爆発が発生したと考えられていたが、1F事故の原因分析

からR/B中間階でも水素爆発が発生した痕跡が確認された(1)。このことから、R/B下層階で漏えいした水素が最上階のみなら

ず何らかの経路を経由して中間階に滞留する可能性が懸念されている。現行規制では、R/Bに対して水素爆発防止のための設

備を設けることを要求しているが、これまで認識されていない経路により水素が滞留するおそれがあることは対策の十分性

の判断を難しくしている。他方、C/Vから漏えいする水素の量や経路などは、重大事故の進展の仕方に応じたC/V内の雰囲気

（温度、圧力及びガス組成）やC/V上蓋、電線貫通部、エアロック等のシール材の材質や劣化等の状態により支配されると考

えられる。これまでには、C/Vのシール部からのガスの漏えいに関して、厳しい環境条件下で行われているものの空気、水蒸

気又は窒素を用いた研究(3),(4)や水素を模擬したヘリウムを用いた研究ではあるものの限られた条件での研究(5),(6)が行われて

いる。そのため、厳しい環境条件下においてシール部から水素がどのように漏えいしてシール機能が喪失するかという観点

に着目した研究は見られず、C/Vのシール部からの水素漏えい挙動について網羅的に調査してデータベース化した例は国内外

とも見られないことから、厳しい環境条件下におけるC/Vのシール部からの水素ガスの漏えい挙動に関する知見の拡充が必要

である。 

 

（２）可燃性有機物を含む水素の挙動 

1F事故の原因分析において、1F3号機の水素爆発発生時に撮影された映像で有色の火炎がみられたことから、水素爆発発生

時に水素だけでなく可燃性の有機物（以下「可燃性有機物」という。）が混合していた可能性が示唆されている(1)。これまで

の国際的に得られている研究成果では、重大事故の進展に伴って原子炉の制御材に使われる炭化ホウ素やC/Vのベースマット

に用いられるコンクリートから一酸化炭素等の可燃性気体が発生することが知られている(7)～(12)が、ケーブル被覆材を由来

とするような有機物の発生や、水素に可燃性有機物が添加されることで水素爆発にどのような影響があるかについて検討が

深められた例は国内外に見られない。このため、現行規制において要求している水素爆発防止対策の有効性に対しても、そ

のような可燃性有機物の発生が与える影響を判断する知見がないことから、可燃性有機物が添加した場合の水素爆発への影

響に関する知見の拡充が必要である。 

 

（３）事故進展及びソースターム解析 

1F事故の原因分析において、1F1,2,3号機のC/Vの上部に設置されているシールドプラグ下面の汚染の程度が高いことが確

認された(2)また、1F事故の原因分析からR/B中間階でも水素爆発が発生した痕跡が確認された(1)。このような重大事故の進展

に伴って発生する事象は、事故の緩和策の成否によって大きく変化することが想定される。また、水素や可燃性有機物が発

生する場合には、炉心損傷に至っている状態であるため、同時に放射性物質の影響も考慮する必要がある。このような検討

を行うためには炉心損傷の開始や進展について理解を深める必要がある。炉心損傷開始の判断に用いられている指標の一つ

としてはPWRにおける炉心出口温度（以下「CET」という。）が挙げられるが、既往研究では、圧力容器頂部破断事故等の一部

の事象において炉心露出後に高温側配管の残存水が流下することや炉心上方の冷壁効果、蒸気の3次元流れの影響によりCET

の挙動が被覆管温度から遅れるともに、現行の解析コードでは詳細に評価できない炉心内の3次元熱流動挙動が影響する可能

性があることが指摘されている(13)。現行規制では、重大事故時のC/V破損防止対策の有効性を確認することとしており、そ

の炉心損傷後の進展を評価する必要があるが、この評価では、原子炉の設計や事故の対応手順、炉心損傷の判断時期等に応

じた重大事故の進展を現実的に考慮することが重要であり、MELCOR(14)による事故進展及びソースターム解析手法の継続的な

高度化が必要である。 
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（４）溶融炉心挙動評価 

溶融デブリについて、最近の1F事故の原因分析において1F1号機のペデスタル外周部を撮影した映像が東京電力より公開さ

れ、ペデスタルを構成する鉄筋コンクリートの一部が鉄筋を残して消滅している様子にあることが分かった(2)。従来の知見
(15)から、1F1号機では原子炉圧力容器から放出された溶けた炉心燃料がペデスタル床面を広がってペデスタル構造と接触し

たことにより、溶融炉心－コンクリート反応（以下「MCCI」という。）によってコンクリートが溶けたという想定をしていた

が、調査結果からコンクリートがMCCIによって溶けたということを立証するデータは現状で十分ではなく、その経緯につい

ては詳細な検討が必要である。現行の規制においては、炉心が溶融する前にペデスタル等には事前に注水し、溶融デブリの

冷却を促進する対策が取られている。ペデスタルに注水した水に落下した溶融デブリは、冷却される過程でデブリベッドと

呼ばれる塊となってペデスタルに注水した水の下部に堆積するが、1F1号機で得られた映像の観察からは粒子状デブリ、砂礫

等の形態で周囲へと3次元的に分布している可能性が示唆されている(14)。このようにMCCIによるコンクリートの浸食だけで

なく、溶融デブリそのものの冷却挙動や分布挙動には極めて大きな不確かさが存在することから、様々な想定される重大事

故の条件によって溶融デブリの形態やその分布挙動がどのように依存するかを3次元かつ非定常で評価することが必要であ

る。 

 

４．目的 

1F事故の原因分析において確認されたR/B中間階での水素爆発の痕跡や可燃性有機物を伴う水素の爆発、シールドプラグ下面の

汚染、ペデスタル部コンクリートの一部消滅等の知見から、以下に示す観点について重大事故緩和対策の取扱の判断等に資するた

めの知見を取得・拡充することを目的とする。 

 

（１）原子炉格納容器からの水素漏えい挙動 

重大事故時におけるC/Vのシール部からR/Bへの水素漏えい挙動の不確かさを低減するため、重大事故時におけるC/Vのシー

ル部から漏えいする水素の挙動に係る知見を取得することを目的とする。 

 

（２）可燃性有機物を含む水素の挙動 

可燃性有機物が水素爆発に与える影響等の知見を得るために、解析を通じて関連するデータを拡充することを目的とす

る。 

 

（３）事故進展及びソースターム解析 

想定される様々な事故シーケンスに対応した事故進展とソースタームに係る知見を整理するため、炉型に応じた事故の進

展やその対応手順、炉心損傷の判断基準等に係る知見を拡充することを目的とする。 

 

（４）溶融炉心挙動評価 

溶融デブリ挙動の不確かさを低減するため、3次元非定常解析手法を用いて溶融デブリの形態やその分布に係る知見を拡充

することを目的とする。 

 

５．知見の活用先 

（１）原子炉格納容器からの水素漏えい挙動 

重大事故におけるC/Vのシール部から漏えいする水素の挙動に関する知見を拡充することで、C/Vの各シール部からR/Bへの

水素漏えい挙動の不確かさを低減することができ、中間階での水素滞留の緩和策に対する重大事故緩和対策等の取扱の判断

に資することができる。 

 

（２）可燃性有機物を含む水素の挙動 

可燃性有機物が水素爆発に与える影響等の知見を拡充することで、可燃性有機物の取扱の要否の検討に資することがで

き、可燃性有機物を含む水素に対する重大事故緩和対策や他の重大事故緩和対策等への影響の検討に資することが期待され

る。 

 

（３）事故進展及びソースターム解析 

原子炉の設計や事故の対応手順、炉心損傷の判断時期等に応じて想定される様々な事故シーケンスに対応した事故進展と

ソースタームに係る知見を拡充することで、想定される様々な事故シーケンスに対応した事故進展とソースタームに係る知

見を整理することができ、重大事故緩和対策の有効性評価に資することできる。 

 

（４）溶融炉心挙動評価 

溶融デブリの冷却挙動や分布挙動の不確かさを低減することで、溶融デブリの冷却促進のためのペデスタルへの事前注水

等の重大事故緩和対策の有効性評価に資することができる。 

 

６．安全研究概要 

（始期：Ｒ５年度） 

（終期：Ｒ８年度） 

本プロジェクトの研究は、「原子力規制委員会における安全研究の基本方針」（令和元年5月29日原子力規制委員会決定）にお

ける安全研究の目的のうち以下の分類に基づき実施する。 

①規制基準等の整備に活用するための知見の収集・整備（以下「分類①」という。） 

②審査等の際の判断に必要な知見の収集・整備（以下「分類②」という。） 

 

原子炉格納容器からの水素漏えい挙動、可燃性有機物を含む水素の挙動、事故進展及びソースターム解析及び溶融炉心挙動に

関する知見を拡充するとともに、OECD/NEA/CSNIが行う国際共同プロジェクトに参加して知見の拡充を行う。 
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（１）原子炉格納容器からの水素漏えい挙動【分類①②】 

1F事故の原因分析から、C/Vからの主な水素漏えい経路はC/V上蓋と推定されているが、C/Vからの水素漏えい箇所として

は、C/V上蓋だけでなくC/Vフランジ部等のシール材を用いている箇所が考えられる。図1は、漏えい経路の一つとして想定さ

れるC/V周りの構造及びC/V上蓋のフランジ部付近の構造並びに重大事故時にC/Vで発生した水素の想定されるR/Bへの漏えい

経路を示す。重大事故時にC/V内部の温度や圧力が上昇する等C/V内部の環境条件が厳しくなることによりシール材が劣化

し、C/V上蓋のシール材のシール性能が低下することで水素が漏えいする可能性が考えられる。また、C/Vの温度上昇による

フランジ部等の熱変位(3)によりフランジ部に隙間が生じてC/Vからの漏えいが生じる可能性がある。従来、シール材の健全性

に関する試験は数多く行われてきているが、水素を模擬したガスを用いたより厳しい重大事故状態におけるシール部からの

漏えい挙動及び性能限界に関する知見は得られていない。そのデータを取得してデータベース化することは、重大事故状態

における水素漏えい経路の想定から重要である。そのため、重大事故時の条件を模擬した環境下におけるシール部からのガ

スの漏えい挙動を調べる実験（図2）を実施する。実験では圧力、温度、ガス組成（水素模擬ガス、空気、水蒸気等）、シー

ル材の劣化度等をパラメータとして各状態における試験ガスの漏えい量などを測定し、シール部からのガス漏えいの様相に

関する知見を取得する。また、熱膨張に伴い生じたフランジの隙間からの水素漏えいについては、フランジ間を任意の幅に

設定して雰囲気条件を変化させて実験を行い、シール部からのガス漏えいの様相に関する知見を取得する。これらの得られ

た知見を整理してデータベース化する。 

なお、実験に供する重大事故進展時の過渡的なC/V圧力、温度、ガス組成等を模擬した条件は、代表的な事故シナリオを選

定する。 

 

 

図1 C/V周りの構造及びC/V上蓋のフランジ部付近の構造並びに重大事故時に想定される水素等の漏えい経路 

 

 

図2 シール材の漏えい特性試験の概念図 

 

（２）可燃性有機物を含む水素の挙動【分類①②】 

図3に重大事故時に想定されるR/B内における可燃性有機物を含む水素（以下「可燃性ガス」という。）の挙動を示す。1F3

号機の水素爆発発生時に撮影された映像で有色の火炎がみられたことから、水素爆発発生時に水素だけでなく可燃性有機物

が混合していた可能性が示唆されている。1F事故の原因分析では、C/V内部のケーブルに用いられている被覆材等が重大事故

条件への曝露又は高温溶融物と接触すること等により可燃性有機物が発生する可能性があるとされている。 

C/V内の様々な位置での可燃性有機物の発生については、デブリの幅広いパラメータを考慮するとともに詳細を扱うため、

統計的手法による解析及び決定論に基づく解析の2つを実施する。統計的手法による解析については、確率論に基づく多次元

デブリ挙動解析コードとMCCI解析コードを組み合わせた解析手法を用いて事故条件の不確かさを考慮するために入力パラメ

ータの確率分布を評価し、これに基づき抽出した多数の入力ケースについて解析を実施することで可燃性ガス発生の確率分

布を取得する。決定論に基づく解析においては、3次元デブリ挙動解析コード及び汎用の数値流体解析（以下「CFD」とい

う。）コードを連携することで溶融物とケーブル被覆の接触熱分解等に着目した評価手法を検討する。具体的には、3次元デ

ブリ挙動解析コードによって実機のデブリの放出からキャビティに堆積までの各時間の3次元温度分布等を求め、それらの境

界条件に基づき汎用のCFDコードによってC/V内の温度分布、ケーブルの温度及び熱分解を計算する。 

可燃性ガスの燃焼については、ガス単体の化学反応データベースは多く存在するものの水素を主体とした可燃性ガスや水

蒸気を伴う可燃性ガスの化学反応データベースはあまりないことから、燃焼速度等の物性値や燃焼に対する影響に関する実

験的及び解析的研究の文献を調査する。また、化学量論に基づく解析手法を活用して化学反応評価を行い、可燃性ガスや水

蒸気を伴う可燃性ガス等の化学反応データベースの拡充を図る。関与する可燃性ガスの種類によっては、物性値の取得や解

析手法の妥当性確認に供するためのデータを実験により取得する。 
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図3 重大事故時に想定されるR/B内における可燃性ガスの挙動 

 

（３）様々な事故シーケンスに対応した事故進展及びソースターム評価【分類①②】 

1F事故の原因分析からシールドプラグ下面の高濃度汚染の可能性やR/B最上階及び中間階での水素爆発発生等が報告されて

おり、PRAによって得られた代表事故シーケンスに基づき炉型ごとの事故進展解析によって上記の点に着目した知見を取得す

ることが必要である。そのため、シビアアクシデント総合解析コードMELCORによる事故進展及びソースターム解析につい

て、国内の代表的な炉型に対する解析手法を整備するとともに、PRAから選定される代表事故シーケンスについて事故進展解

析を実施しソースタームを整理する（図4）。得られた結果から、炉型ごとのソースターム情報を更新し、緊急時活動レベル

の見直しの検討に資する。また、重大事故の事故進展の評価には炉心損傷判断の基準や時期に係る技術的知見を拡充するこ

とも重要である。特にCETを炉心損傷開始の判断指標とした場合の事故進展に着目し、圧力容器頂部小破断事故や圧力容器底

部小破断事故等のCETと被覆管温度との差が大きい事故事象等について、多数のCET計測点を有する大型非定常試験装置等を

用いた総合効果実験を実施する。ここでは、可能な限り炉心溶融時に近い高温の熱流動状態を模擬するため、燃料被覆管表

面温度が実験装置の上限である1000K近傍となる実験条件も考慮する。起因事象や事故対応策が異なる実験ごとに、炉心内3

次元熱流動に影響されるCETの径方向分布を分析するとともに、被覆管温度とCETの関係等を整理して3次元熱流動のCETの時

間遅れへの影響を確認する。また、汎用のCFDコード等を用いて実験解析を行い、CETの径方向分布や3次元熱流動の影響につ

いて知見を補完する。以上より、様々な事故進展におけるCETの応答性について技術的知見を整備し、MELCORの事故進展解析

に反映する。 

 

 

図4 事故進展及びソースターム評価（一部文献(16)より引用） 

 

（４）溶融炉心挙動の評価【分類①②】 

溶融炉心挙動について、1F1号機のC/V内部の観察結果からデブリベッドだけではなく粒子状デブリ、砂礫等の形態で周囲

へと3次元的に分布している可能性が示唆されているが、これは従来から想定されている溶融デブリの挙動及びMCCIとは異な
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る様相を示している。シビアアクシデント時のC/V内におけるデブリ挙動のメカニズムを図5に示す。原子炉圧力容器から放

出されるデブリの形態（溶融デブリ、粒子状デブリ）及び溶融デブリの固相割合は炉内外の冷却状態等に支配され、異なる

破損口から間欠的に落下する。冷却水がない場合には、溶融ジェットは原子炉下部キャビティに落下し、拡がることでデブ

リベッドを形成する。一方、冷却水がある場合には、溶融ジェットは分裂しキャビティには溶融液滴の堆積及び集積が発生

するとともに冷却材との相互作用が発生する。また、間欠的に落下したデブリは、既に形成されたデブリベッドと相互作用

する。堆積したデブリベッドからの崩壊熱によりキャビティ床面及びペデスタル壁面においてMCCIが発生する。溶融デブリ

の冷却促進のためのペデスタルへの事前注水等の重大事故緩和対策の有効性評価にあたっては、溶融デブリの冷却挙動や分

布挙動の知見を拡充する必要がある。 

これまで、3次元のデブリベット形成に関する解析コードTHERMOSの開発を実施しており、高い空間及び時間解像度での溶

融物の落下及び拡がりに関する解析が可能となっている（17）,(18)。そこで、総合重大事故解析コード等による解析結果に基づ

き、上述の現象を考慮できるTHERMOSを用いた解析を行うことで、実機条件における高い空間及び時間解像度における

THERMOSを用いてペデスタルに冷却水がない条件及びある条件でのデブリ挙動について評価する。 

 

  

(a) 冷却水がない場合 (b) 冷却水がある場合 

図5 溶融デブリ落下後のデブリベッド形成及び冷却性モデル 

 

（５）OECD/NEA/CSNI主催の実験、解析及び調査プロジェクトからの情報収集【分類①②】 

以下のプロジェクトに参加し、関係機関と協力して解析コードの妥当性確認のためのデータ取得及び専門家との情報交換

を通じての現象理解及び解析手法に関する知見を取得する。 

 

プロジェクト 取得対象 活用先 

ESTER 

（～R6年） 

放射性物質のC/Vからの遅延放出メカニズム

や有機ヨウ素生成等に関する実験データ 

本プロジェクトの「様々な事故シーケンスに対応し

た事故進展及びソースターム」において活用。 

THEMIS 

（～R6年） 

一酸化炭素を含む水素燃焼、静的触媒式再

結合装置（以下「PAR」という。）性能確認

やヨウ素酸化物によるPARへの影響、スクラ

ビング効果実験等に関する実験データ 

本プロジェクトの「様々な事故シーケンスに対応し

た事故進展及びソースターム」及び「可燃性有機物

を含む水素の挙動」においても活用。 

ROSAU 

（～R6年） 

プール水中での溶融デブリ拡がり挙動及び

デブリベッドの冷却性に関する不確かさを

低減するための実験データ 

本プロジェクトの「溶融炉心挙動の評価」において

活用。 

FACE 

（～R8年） 

1F事故の教訓に基づく安全研究に関する知

見 

本プロジェクトの「原子炉格納容器からの水素漏え

い挙動」フィードバック。 
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行程表 

 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 

（１）原子炉格納容器から

の水素漏えい挙動 

  学会発表▽ 論文投稿▽ 

実験装置整備   
    

 実験データ取得及び分析  
    

  実験データの整理  
    

    

（２）可燃性有機物を含む

水素の挙動 

  学会発表▽ 論文投稿▽ 

〇可燃性有機物の発生    

 解析手法の検討 論文投稿▽ 
    

    

〇可燃性ガスの燃焼挙動    

物性に係る文献調査   論文投稿▽ 
    

化学量論に基づく物性評価及びデータベースの作成  
    

  既存解析手法の適用性確認 
    

    

（３）様々な事故シーケン

スに対応した事故進

展及びソースターム

評価 

  学会発表▽ 論文投稿▽ 

〇様々な事故シーケンスに対する事故進展評価手法の整備  

 MELCORによる代表的な炉型に対する評価手法の整備  
    

    

〇炉心損傷判断の基準や時期に係る技術的知見   

CETと被覆管温度との差が大きい事故事象を模擬した総合効果実験  
    

 CFD解析等によるCET応答性の知見整備及び事象進展解析への反映 
    

    

（４）溶融炉心挙動の評価 

  学会発表▽ 論文投稿▽ 

冷却水がない条件における溶融炉心の3次元非定常挙動に関する評価  
    

 冷却水がある条件における溶融炉心の3次元非定常挙動に関する評価 
    

    

（５）OECD/NEA/CSNI主催

の実験、解析及び調

査プロジェクトから

の情報収集及び活用

の検討 

ESTER （放射性物質の遅延放出、有機ヨウ素生成等）   
    

THEMIS （一酸化炭素を含む水素燃焼、C/V内エアロゾル放出挙動等）  
    

ROSAU （溶融デブリのプール水中拡がり等不確かさ低減）  
    

FACE （1F事故に関する研究）   
    

   

 

 

７．実施計画 

【Ｒ５年度の実施内容】 

（１）原子炉格納容器からの水素漏えい挙動【分類①②】  

C/Vのフランジを模擬した小規模の実験装置及び計測環境等の整備を行うとともに、重大事故環境を模擬した圧力、温度等

におけるシール部からの試験ガスの漏えい量等を測定する実験を実施する。 

（２）可燃性有機物を含む水素の挙動【分類①②】 

  ａ．可燃性有機物の発生挙動 

ケーブルの被覆材等からの可燃性有機物の発生に係る文献調査を実施するとともに、機構論的手法による可燃性有機物

の発生挙動に係る評価手法の検討を実施する。 

  ｂ．可燃性ガスの燃焼挙動 

可燃性ガスの物性に係る文献調査を実施するとともに、化学量論に基づく解析手法を用いて燃焼ガスの物性評価を実施

する。 

（３）様々な事故シーケンスに対応した事故進展及びソースターム評価【分類①②】 

  ａ．様々な事故シーケンスに対する事故進展評価手法の整備 

MELCORによる代表的な炉型に対する評価モデルの構築を行う。 

  ｂ．炉心損傷判断の基準や時期に係る技術的知見の整備 

被覆管温度に対するCETの遅れが大きい事故進展（起因事象、事故対応策等）を検討する。圧力容器頂部小破断事故や圧

力容器底部小破断事故（事故対応策無し）等を模擬した総合効果実験を実施する。 

（４）溶融炉心挙動の評価【分類①②】 

THERMOSを用いてデブリの形態やその分布を評価する。冷却水がない条件における溶融デブリの3次元非定常挙動につい

て、THERMOSに溶融炉心・粒子状デブリの崩壊熱及び気相への移行熱量を考慮して解析を実施する。 
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【Ｒ６年度の実施内容】 

（１）原子炉格納容器からの水素漏えい挙動【分類①②】  

単一成分の試験ガス（空気、ヘリウム、窒素等）の種類を変えてを用いたシール部からの試験ガスの漏えい量等を測定す

る実験を実施する。 

（２）可燃性有機物を含む水素の挙動【分類①②】 

  ａ．可燃性有機物の発生挙動 

前年度に引き続き、機構論的手法による可燃性有機物の発生挙動に係る評価手法の検討を実施する。 

  ｂ．可燃性ガスの燃焼挙動 

化学量論に基づく解析手法を用いて水等が混合した燃焼ガスの物性評価を実施する。 

（３）様々な事故シーケンスに対応した事故進展及びソースターム評価【分類①②】 

  ａ．様々な事故シーケンスに対する事故進展評価手法の整備 

前年度に引き続き、MELCORによる代表的な炉型に対する評価モデルの構築を行う。 

  ｂ．炉心損傷判断の基準や時期に係る技術的知見の整備 

低温側配管小破断事故や高温側配管小破断事故（事故対応策無し）等を模擬した総合効果実験を実施する。前年度まで

に実施した総合効果実験を対象に汎用CFDコード等を用いて実験解析を実施する。 

（４）溶融炉心挙動の評価【分類①②】 

前年度に引き続き、THERMOSを用いてデブリの形態やその分布を評価する。冷却水がない条件における溶融デブリの3次元

非定常挙動について、THERMOSに溶融炉心・粒子状デブリの崩壊熱及び気相への移行熱量を考慮して解析を実施する。 

また、冷却水がある条件における溶融デブリの3次元非定常挙動について、THERMOSに溶融ジェット・粒子状デブリの挙動

及び気相への移行熱量を考慮して解析を実施する。 

【Ｒ７年度の実施内容】 

（１）原子炉格納容器からの水素漏えい挙動【分類①②】  

複数成分の試験ガスを用いたシール部からの試験ガスの漏えい量等を測定する実験を実施する。またシール材の形状を変

えて試験を実施する。 

（２）可燃性有機物を含む水素の挙動【分類①②】 

  ａ．可燃性有機物の発生挙動 

前年度までの検討結果に基づき、機構論的手法による可燃性有機物の発生挙動に係る評価手法を作成する。 

  ｂ．可燃性ガスの燃焼挙動 

前年度までに得られた化学量論に基づく解析の結果からデータベースを作成する。また、既存の爆発解析手法との比較

を行う。 

（３）様々な事故シーケンスに対応した事故進展及びソースターム評価【分類①②】 

  ａ．様々な事故シーケンスに対する事故進展評価手法の整備 

前年度に引き続き、MELCORによる代表的な炉型に対する評価手法の整備を実施するとともに、PRAから選定される代表事

故シーケンスについて事故進展解析を実施する。 

  ｂ．炉心損傷判断の基準や時期に係る技術的知見の整備 

圧力容器頂部小破断事故や圧力容器底部小破断事故（事故対応策有り）等を模擬した総合効果実験を実施する。前年度

までに実施した総合効果実験を対象に汎用CFDコード等を用いて実験解析を実施する。 

（４）溶融炉心挙動の評価【分類①②】 

THERMOSを用いて得られたデブリの形態やその分布の評価結果からデブリ堆積高さ及び温度等の分布に関する知見を蓄積す

る。冷却水がない条件における溶融デブリの3次元非定常挙動について、THERMOSを用いて実機条件を考慮した解析を実施

し、総合的に評価する。 

また、前年度に引き続き、冷却水がある条件における溶融デブリの3次元非定常挙動について、THERMOSに溶融ジェット・

粒子状デブリの挙動及び気相への移行熱量を考慮して解析を実施する。 

【Ｒ８年度の実施内容】 

（１）原子炉格納容器からの水素漏えい挙動【分類①②】  

前年度に引き続き、シール材の形状を変えてシール部からの試験ガスの漏えい量等を測定する実験を実施する。また、フ

ランジ間の隙間が拡大した条件におけるシール部からの試験ガスの漏えい量等を測定する実験を実施する。 

（２）可燃性有機物を含む水素の挙動【分類①②】 

  ａ．可燃性有機物の発生挙動 

前年度に引き続き、機構論的手法による可燃性有機物の発生挙動に係る評価手法を作成する。また、それを用いた評価

を行う。 

  ｂ．可燃性ガスの燃焼挙動 

既存の爆発解析手法の可燃性ガスの燃焼挙動への適用性を確認する。 

（３）様々な事故シーケンスに対応した事故進展及びソースターム評価【分類①②】 

  ａ．様々な事故シーケンスに対する事故進展評価手法の整備 

前年度に引き続き、MELCORによる代表的な炉型に対する評価手法の整備を実施するとともに、PRAから選定される代表事

故シーケンスについて事故進展解析を実施し、ソースタームを整理する。 

  ｂ．炉心損傷判断の基準や時期に係る技術的知見の整備 

低温側配管小破断事故や高温側配管小破断事故（事故対応策有り）等を模擬した総合効果実験を実施する。前年度まで

に実施した総合効果実験を対象に汎用CFDコード等を用いて実験解析を実施する。また、これまで整備したCETの応答性に

係る知見に基づいて、MELCORの事象進展解析（炉心損傷判断に係る解析条件等）を検討する。 
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（４）溶融炉心挙動の評価【分類①②】 

冷却水がある条件における溶融デブリの3次元非定常挙動について、THERMOSを用いて実機条件を考慮した解析を実施し、

総合的に評価する。THERMOSを用いて実機条件におけるデブリの形態やその分布を評価する。 

８．実施体制 

【シビアアクシデント研究部門における実施者（主担当者には○を記載）】 

 ○栃尾 大輔 主任技術研究調査官 

  金子 順一 主任技術研究調査官 

  平等 雅巳 技術研究調査官 

  菊池 航  技術研究調査官 

  深沢 正憲 技術研究調査官 

  堀田 亮年 技術参与 

 

【前年度までの委託研究先】 

 なし  

 

【共同研究先】 

 なし 
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